
１．ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 における位置づけ

２．施策指標と達成状況 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する指標です。

指標
２

指標
３

指標
４

施策目標の実現
に向けた取組

（１）介護保険サービスの充実
〇正確・公平で統一性のある認定結果となるよう、適切な要介護認定に努めます。
〇要介護・要支援認定者及び家族介護者のニーズを把握し、必要な地域に必要なサービス量の確保を図ります。
〇介護保険サービス提供事業従事者向けの研修会を実施するなど、従事者のケア向上を図ります。
（２）介護保険事業の適正な運営
〇効率的な事業運営に努め、国や県の動向を注視しながら、サービス利用と負担の適正化や見直しを図ります。
〇事業者への指導・監査、実地調査を充実させ、併せてケアプランチェックなどにより、介護費用を含めた適切な
サービス内容及び自立支援に向けたケアマネジメントの適正化を図ります。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 14.80 15.70 16.50 17.20 18.00 18.80

実績値 14.62 15.27 15.66 16.37

指標
５

施
　
策
　
目
　
標

指標名 要介護認定率（各年10月1日）

説明
指標
１

後期高齢者の増加による上昇を見込んだが介護予防の効果と認定の適正化により、令和2年度実績の15.66％よりも
上昇したものの目標値よりも低い数値に抑えることができた。

単位 ％以下

年度 平成30年度 令和元年度

令和3年度　施策評価シート

施策
体系

分　野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施　策 18　介護保険（介護給付）　－安心して介護が受けられるまちを目指します－

関　連　課
障がい福祉課、保健センター

目　　標

適切な介護認定を行うとともに、介護保険事業の適正な運営に努めます。また、介護が必要と認定された場合に
は、安心してサービスが受けられるよう必要な地域に必要なサービス量を確保し、併せて質の向上を図ります。

主　管　課 福祉部　高齢福祉課
評価責任者 増村　規子

評価日 令和4年4月15日

重点プロジェクト

指標名 介護サービス受給割合（各年10月分）

説明
認定の適正化、サービス量確保を図る指標となる。コロナ禍でも目標値をほぼ達成でき、要介護・要支援認定を受
けている人が順調にサービス利用に結びついていると考えられる。

単位 ％以上

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

81.00 81.30 81.50 81.80

指標名

説明

単位

82.00

実績値 81.70 82.99 79.62 81.10

目標値 80.80

説明

単位

年度 平成30年度 令和元年度

実績値

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値

令和4年度 令和5年度

目標値

指標名

年度 平成30年度 令和元年度

実績値

令和2年度 令和3年度

実績値

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値

指標名

説明

単位

年度 平成30年度 令和元年度



３．施策への投入コスト （単位：千円）

４．評価対象年度の施策実施内容 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する取組です。

５．評価

法令に基づき、介護保険サービスを提供するために不可欠なものであるため継続して実施する。令和3年度におい
ては、介護保険料の滞納者対策として、収税課へ過年度分の債権徴収事務の一部を移管し、更なる滞納処分の強化
を図った。今後も引き続き事業の改善を図りながら適切に事業を実施していく。
（介護保険料現年度分徴収率の推移　平成29年度98.35％⇒平成30年度98.72％⇒令和元年度98.86％⇒令和2年度
99.12％⇒令和3年度99.25％）
介護給付については、『ケアプラン点検（8件）』『集団指導（3件）』『実地指導（7件）』『介護給付費通知の
発送（年1回）』を介護給付適正化の取り組みとして実施できたが、さらに充実させることにより、適切な介護
サービスの提供に努めていく。

指標の達成状況

おおむね順調

行政資源の活用

適切

取組の有効性

有効

施策の効果

効果が得られている

評価

収
入

特定財源 3,720,557 4,082,895 4,020,598 4,237,887

97,204 102,731 112,548 103,552

支
出

事務事業費 7,360,414 7,731,267 8,253,008 8,727,279

人件費 84,859

4,774,690

一般財源 3,737,061 3,751,103 4,344,958 4,592,944 4,706,820

令和5年度

9,396,651

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施内容 実施実績と効果 主な事務事業

取
組
①

介護保険サービス
の充実

介護保険サービス提供事業従事者向けの
研修会を実施するなど、従事者のケア向
上を図った。また、令和３年度報酬改定
等に係る内容の周知や新型コロナウイル
ス感染症対策に係る情報提供等、事業者
が円滑・適正に事業を実施できるよう指
導・助言を行った。

居宅介護支援事業所等の事業者向けに報
酬改定等に対応した集団指導を実施した
。また、第２回介護保険事業所連絡会を
オンラインで開催し、事業者への情報提
供とともに、事業所から要望の多かった
市の独自サービスについて研修を実施し
た。

介護保険管理事務

取
組
②

介護保険事業の適
正な運営

要介護認定者の自立支援等のために、埼
玉県国民健康保険団体連合会に審査を委
託し、給付を行った。

【給付費】
令和3年度7,120,430千円
（令和2年度6,746,221千円に比べ、約
5.5％増）

介護給付管理事務

取
組
③

介護保険事業の適
正な運営

介護保険制度において、給付費、総合事
業等、事務費、低所得者保険料軽減に必
要な経費を介護保険特別会計へ繰り出し
た。

必要額を精査の上、介護保険特別会計に
おいて市の負担すべき経費を繰り出し
た。
令和3年度繰出金　1,349,108千円（令和
2年度1,266,294千円に比べ、約6.5％の
増）

介護保険繰出金

取
組
④

取
組
⑤



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.10

0.00

0.00

0.09

0.00

0.00

0.10

重点プロジェクト

11,061 11,801 11,181

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

1,267,099 1,349,824 1,303,776

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

0 0 50,583

県支出金 0 0 25,291

その他 0 0 0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

1,266,293 1,349,108 1,378,855

支出合計 1,267,099 1,349,824 1,379,650

0 0 0

0 0 0

0

増村　規子

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

介護保険制度において、給付費、総合事業等、事務費、低所得者保険料軽減に必要な経費を介護保険特別
会計へ繰り出す。

令和元年度決算額：1,202,101,800円
令和2年度決算額：1,266,293,200円
令和3年度決算額：1,349,108,000円
令和4年度予算額：1,378,855,000円

【支出】

806 716 795

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

介護保険法の定めにより介護保険事業等は、国、県、市及び被保険者が負担する介護保険料により運営さ
れている。市が負担すべき金額について、保険者が管理する介護保険特別会計に一般会計から繰出金とし
て支払うことにより、介護保険事業の円滑な運営を図っている。

事務事業の
経緯

平成12年の介護保険制度創設時から、介護保険事業を進めていく上で必要な経費を介護保険特別会計に繰
り出している。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

介護保険制度において、給付費、総合事業等、事務費、低所得者保険料軽減に必要な経費を介護保険特別
会計へ繰り出す。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 介護保険繰出金
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 18　介護保険（介護給付）　－安心して介護が受けられるまちを目指します－

事務事業期間 平成12年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法

予算費目 一般会計　03民生費　01社会福祉費　08介護保険繰出金
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

806 716 795

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

繰出額内訳
1,349,108,000円
・給付費　937,099,000円
・地域支援事業費（総合事業）　27,960,000円
・地域支援事業費（総合事業以外）　29,034,000円
・事務費　253,467,000円
・低所得者保険料軽減分　101,548,000円

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 繰出額

単位 千円
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 1,316,233 1,356,250 1,364,141
実績値 1,266,294 1,349,108

繰出額

説明

法令に基づき、介護保険サービスを提供するために不可欠なものであるため継続して実施する。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

5.38

7.88

1.00

5.08

13.57

1.49

5.38

重点プロジェクト

2,822 2,843 1,448

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

323,247 325,159 168,887

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

2,460

2,379 1,320 0

県支出金 0 0 0

その他 1,230 0 646

39,534

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

217,152 220,227 51,234

支出合計 326,856 326,479 169,533

0 0 0

0 0 0

2,342

増村　規子

0

8.10

1.00

令和3年度の
主な取組

低所得者の介護保険料軽減強化に対応した保険料賦課を行う。また、令和3年度から介護保険料が変更に
なるため、被保険者へのわかりやすい通知と問い合わせへの丁寧な説明を行う。
令和3年度より介護保険料の滞納者対策として、収税課へ債権徴収事務を移管し、更なる滞納処分の強化
を図る。
要介護認定については、更新申請の有効期間が諸条件を満たした場合については48か月まで設定可能と
なったことから、今後の認定増に備えるため認定審査会において弾力的な運用を図っていく。

【支出】

86,362 68,739 47,821

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

介護が必要な人の尊厳を保持し、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援するた
め、介護保険制度の健全な運営を図る。

事務事業の
経緯

平成12年4月に創設された介護保険制度において市町村が介護保険の保険者となることとされ、保険料賦
課･徴収、要介護認定等の事務を実施することとなった。なお平成30年度から、①介護保険事務②介護認
定事務③介護保険料賦課徴収事務④還付事務⑤介護保険給付費等準備基金積立金⑥予備費を統合し、介護
保険管理事務とした。

人
件
費

24,383 24,827 26,045

0

事務事業の
概要

①本市の被保険者の資格管理を行う
②介護保険事業の費用を賄うため、65歳以上の被保険者の保険料を市が賦課･徴収する。
③介護給付の前提となる要介護認定業務を実施する。
④介護保険料の過誤納が生じた場合に還付を実施する。
⑤介護保険制度の周知等を行う。
⑥介護保険給付費等準備基金の管理を行う。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 介護保険管理事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 18　介護保険（介護給付）　－安心して介護が受けられるまちを目指します－

事務事業期間 平成12年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法、介護保険法施行令、介護保険法施行規則、ふじみ野市介護保険条例、ふじみ野市介護保険条
例施行規則、ふじみ野市介護保険事業計画

予算費目 介護保険特別会計　01総務費　01総務管理費　01一般管理費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

2,451

43,347 40,376 42,761

023,30335,116

5,0605,0607,899

人件費計

0 0 0

2,227 1,914 2,448

29,506 31,615事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

〇介護保険料賦課･徴収について
第8期介護保険事業計画(令和3年度～令和5年度)に基づく15段階の保険料の賦課を第1号被保険者に対し
行った。介護保険料の徴収方法は、特別徴収（年金からの天引き）普通徴収(納付書･口座振替による納
付)である。令和3年度は、徴収強化のための滞納処分を実施、口座振替の案内の強化、認定申請時の未納
者への納付指導、徴収嘱託員による訪問、自動音声ガイダンスによる未納･滞納者への納付催告を引き続
き実施することで収納率向上へ繋げられた。また、収税課へ債権徴収事務を移管し、更なる滞納処分の強
化をした。これにより、介護保険の安定運営と介護保険制度に対する市民の信頼と理解を深めることがで
きた。
収税課への債権徴収事務移管実績
移管件数及び金額　99人1,315期　10,418,000円
差押件数及び金額　40人　496期　 4,306,900円
〇要介護認定について
要介護認定については全国一律の方法により行っているが、後期高齢者の増による要介護認定者数の増に
対応するため、更新申請において要介護度に変更がない場合有効期間上限が令和3年度から48か月となっ
た。また令和3年度はコロナ禍において施設等入所者における要介護認定期間を延長するとともに、認定
審査会の開催方法を書面及び電話形式に加え、オンライン形式でも実施するなどコロナ感染の防止に努め
た。
〇コンビニ収納及びスマートフォンアプリ収納について
令和元年度より開始したコンビニ収納等は一定以上の利用者が見込まれることから、今後も継続して実施
していく。
令和2年度　　　　　　　　　　　　　　令和3年度
現年分　　7,484件　46,759,100円　　　 現年分　　7,982件　55,752,158円
滞繰分　　　646件　 3,223,500円　　　 滞繰分　　　875件   4,159,700円
合計　　　8,130件　49,982,600円　　　 合計　　　8,857件　59,911,858円

指標名 介護保険料収納率（現年分）

単位 ％
年度 令和2年度

拡充

来年度の方向性

保険料の収納業務が適正に実施されているかの指標である。介護サービスを提供するために必要な財源確
保のために収納率を上げることが必要となる。

収納率向上に向けた指標である。令和元年7月よりコンビニ収納及びスマートフォンアプリ収納を実施す
ることで納付者の保険料納付の簡便化を図っている。コンビニ収納等で納付された保険料納付額を指標と
した。

目標値 98.30 98.86
実績値

令和4年度
目標値 30,000,000 50,000,000 50,000,000

指標名 コンビニ収納及びスマートフォンアプリ収納

単位

実績値 49,982,600 59,911,858

説明

99.25

説明

98.86
99.12

令和3年度 令和4年度

指標名 要介護認定率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 16.50 17.20 18.00
実績値 15.66 16.37

高齢者のうち、介護を必要とする人の割合。介護予防の効果や認定の適正化を図る指標となる。目標値以
下となることを評価する。10月1日現在。（基本計画の指標）

説明

本事業は法令により実施する事業であり、高齢化の進む中、介護給付を利用する市民も増加することが見
込まれる。このため、資格管理、保険料の賦課･徴収、要介護認定等を適切に実施することが、制度の運
営に欠かせない。今後も制度改正に対応しながら、事務改善を行い、適正な実施を行う。

円
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

4.56

0.00

0.00

4.29

0.00

0.00

3.15

重点プロジェクト

24,046 25,511 27,735

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

2,754,612 2,917,960 3,234,157

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

1,194,512 1,267,368 1,406,929

県支出金 995,461 1,046,723 1,159,297

その他 1,827,016 1,922,476 2,131,944

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

4,622 4,763 5,114

支出合計 6,771,601 7,154,527 7,932,327

6,741,599 7,115,668 7,890,970

0 0 0

0

増村　規子

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

引き続き要介護・要支援認定者に対する介護給付を実施する。平成31年1月から開始した福祉用具購入費
と住宅改修費の受領委任払いを継続・周知するとともに、高額介護（予防）サービス費の対象者への勧奨
通知を引き続き実施する。

【支出】

25,380 34,097 36,243

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

介護を要する状態となってもできる限り地域で自立した日常生活を送ることができるように、介護（予
防）サービス給付を行う。また、高額介護給付・高額医療合算介護給付を行うことで、要介護認定者が介
護保険サービスを利用する際の負担を軽減し、介護サービスの適切な利用の促進と介護者の負担軽減を図
る。

事務事業の
経緯

従来より実施していた介護給付事務・介護予防給付事務・高額介護給付事務・高額医療合算介護給付事
務・審査支払事務を一体的に評価等するために、平成30年度より介護給付管理事務として一つの事業にま
とめた。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

要介護認定者に対し介護サービス及び介護予防サービスの給付をすることで、利用者は原則1割から3割の
負担で介護保険サービスを利用することができる。要介護等認定者が自立した生活を送れるようにすると
ともに状態の悪化防止を図るためのものである。また高額介護（予防）サービス費並びに高額医療合算介
護サービス費を支給することで、所得の低い方も、安心してサービスを利用することができる。円滑な給
付を行うために、サービスの審査等については埼玉県国民健康保険団体連合会に事務を委託し実施してい
る。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 介護給付管理事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～
施策 18　介護保険（介護給付）　－安心して介護が受けられるまちを目指します－

事務事業期間 平成30年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

介護保険法等

予算費目 介護保険特別会計　02保険給付費　01保険給付費　01介護サービス等諸費
所管部課 福祉部　高齢福祉課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

25,380 34,097 36,243

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

【給付費内訳】
・介護給付　　　　　6,757,118,550円
・介護予防給付　　　　157,871,081円
・高額介護給付　　　　178,818,612円
・高額医療合算介護給付 21,859,567円
・審査支払手数料　　　　4,762,640円（内8,000円は第三者行為求償事務分）

※産休代替等に係る会計年度任用職員の人件費として別途予算管理する1,611千円が加算される。

指標名 審査支払委託件数

単位 件
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

埼玉県国民健康保険団体連合会に審査を委託した年間件数（第3者求償事務を除く）

認定者のうち介護サービスを利用する人の割合。認定の適正化、サービス量確保を図る指標となる。（前
期基本計画の指標）

目標値 120,125 120,475
実績値

令和4年度
目標値 81.30 81.50 81.80

指標名 介護サービス受給割合（10月分）

単位

実績値 79.62 81.10

説明

118,866

説明

127,850
110,810

令和3年度 令和4年度

指標名 決算額

単位 千円
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 7,547,291 7,496,794 7,896,084
実績値 6,746,221 7,120,430

要支援者と要介護者が介護（予防）サービスを利用した際の介護給付費等の年間支給額

説明

本事務は、法令に即して実施しているため、今後も適正な介護保険制度の運営を目指し、継続して実施す
る。

％
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由


